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メ
デ
ィ
ア
を
活
用
し
た
教
育
手
法
の
浸
透
で

存
在
感
を
増
し
つ
つ
あ
る
通
信
制
・
社
会
人
市
場
。

市
場
の
動
向
や
課
題
、多
様
化
す
る
入
学
者
の

志
向
・ニ
ー
ズ
を
分
析
し
、

今
後
の
開
拓
の
方
向
性
を
考
え
た
い
。

取材・文／鈴木 康介

　ま
ず
、
通
信
教
育
課
程
市
場
の
全
体

像
を
俯
瞰
し
て
み
た
い
。
学
生
数
は

2
0
0
5
年
度
を
ピ
ー
ク
に
減
少
傾
向

で
あ
っ
た
が
、
コ
ロ
ナ
禍
に
よ
る
遠
隔

授
業
の
普
及
を
契
機
に
、
2
0
2
1
年

度
か
ら
増
加
に
転
じ
て
い
る
【
図
表

1
】。
2
0
2
5
年
度
の
学
生
数
は
全

体
で
約
25
万
3
千
人
。
た
だ
し
、
短
大

と
大
学
院
は
学
生
数
が
減
少
し
て
お

り
、
全
体
の
増
加
は
学
部
で
の
増
加
に

起
因
し
て
い
る
。
外
国
に
居
住
す
る
学

部
学
生
に
つ
い
て
も
、
日
本
人
、
外
国

人
と
も
に
増
加
。
特
に
外
国
人
学
生
の

増
加
が
顕
著
だ
【
図
表
2
、
3
】。

　

　学
部
で
の
増
加
の
中
心
は
若
年
層
の

学
生
だ
。
高
校
等
卒
業
後
1
年
以
内
に

学
部
に
入
学
し
た
学
生
は
、
前
回
の
調

査
か
ら
倍
増
し
、
3
割
に
も
上
る
【
図

表
4
】。
通
信
制
高
校
数
や
生
徒
数
が

急
増
す
る
中
【
図
表
5
】、「
大
学
で
も

通
信
教
育
を
」
と
進
学
先
に
通
信
教
育

課
程
を
選
ぶ
生
徒
が
増
え
て
い
る
の
だ

ろ
う
。

デ
ジ
タ
ル
化
の
進
展
で
広
が
る

通
信
制
・
社
会
人
市
場

REPORT

コ
ロ
ナ
禍
以
降
、増
加
に

転
じ
た
通
信
制
の
学
生
数

年
代
に
よ
り
異
な
る

通
信
制
を
選
ぶ
理
由

通
信
教
育
市
場
の
現
状
と
課
題

＊１ 2024年度調査から学校種別も集計　＊2 特定学科の大幅増が反映されている

＊ 【図表6～10】文部科学省「大学通信教育の実態及び教育の質向上等に関する調査研究調査報告書」をBetween編集部にて加工 ＊ 【図表2、3、4】文部科学省「大学通信教育の実態及び教育の質向上等に関する調査研究調査報告書」（2025年）をBetween編集部にて加工。
2012年度は学部のみ調査

＊ 【図表1、5】文部科学省「学校基本調査」を基に作成
※ 大学院については、各卒業年次の「高校卒」を「大学卒」に読み替えている

今後の将来の設計を目的とした授業科目の開設

勤労観・職業観の育成を目的とした授業科目の開設

インターンシップを取り入れた授業科目の開設

その他

教育課程内でキャリア教育を行っていない
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【図表6】年代別通信教育選択理由（複数回答）

【図表2】外国に居住する学生の
総数（正課のみ）   

【図表5】通信制高校の学校数・生徒数   

【図表3】外国に居住する学生の1学科・
専攻あたりの平均人数（正課のみ）

【図表1】通信教育課程学生数推移   

【図表4】高校等卒業年別入学者数（2023年度）

【図表8】キャリア教育として教育課程内で
実施している取り組み【大学・短大】（複数回答）

【図表9】履修指導または学修支援の
取り組みとして行っているもの（複数回答）

【図表10】学修支援・学生支援で有用だと
学生が思った内容（複数回答）
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　通
信
教
育
課
程
を
選
択
す
る
理
由

は
、年
代
別
で
異
な
る
【
図
表
６
】。「
い

つ
で
も
」「
ど
こ
で
も
」「
学
費
安
価
」

と
い
う
通
信
制
な
ら
で
は
の
特
徴
に
関

し
て
は
、
高
い
年
齢
層
で
重
視
さ
れ
、

10
代
の
学
生
で
は
相
対
的
に
少
な
い
。

逆
に
、
10
代
は
「
学
び
た
い
内
容
が
学

べ
る
」
に
集
中
し
て
い
る
。「
最
も
重

視
し
た
入
学
動
機
」
を
見
る
と
【
図
表

７
】、
10
代
・
20
代
は
「
大
学
卒
業
資

格
取
得
」
と
「
職
業
上
の
資
格
取
得
」

が
8
割
を
占
め
る
。
30
代
よ
り
上
の
代

は
「
職
業
上
の
資
格
取
得
」
の
割
合
が

減
っ
て
い
く
も
の
の
、
60
代
以
上
を
除

け
ば
、そ
れ
ら
が
半
数
を
超
え
て
い
る
。

自
身
の
キ
ャ
リ
ア
を
考
え
た
う
え
で
進

学
す
る
人
が
多
い
と
推
測
さ
れ
る
。

　若
年
層
の
進
学
者
の
増
加
も
併
せ
て

考
え
る
と
、
通
信
制
で
あ
っ
て
も
キ
ャ

リ
ア
教
育
や
学
生
サ
ポ
ー
ト
の
充
実
が

必
要
だ
ろ
う
。
だ
が
、
現
状
、
キ
ャ
リ

ア
教
育
を
行
っ
て
い
な
い
大
学
は
約
6

割
に
上
り
【
図
表
8
】、
履
修
指
導
や

学
修
支
援
を
実
施
し
て
い
る
大
学
も
少

な
い
【
図
表
9
】。

　【図
表
10
】
に
は
、
通
信
教
育
課
程

に
通
う
学
生
か
ら
見
て
有
用
だ
っ
た
支

援
策
に
つ
い
て
ま
と
め
た
。
特
に
、
個

別
対
応
は
有
用
と
さ
れ
、
体
制
強
化
が

望
ま
れ
る
。

（％） （％）

（％）

＊ 2025年度は速報値

10代

20代

30代

40代

50代

60代以上

【図表7】年代別最も重視した入学の動機（複数回答）
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2018    2019    2020    2021    2022    2023    2024    2025    2026

14

12
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8

6

4

2

0

＊1 複数分野にまたがる課程あり

　市
場
の
拡
大
と
連
動
し
て
、
近
年
、

通
信
教
育
課
程
の
設
置
認
可
申
請
が
増

加
し
て
い
る
【
図
表
1
】。
例
年
5
件

以
内
程
度
だ
っ
た
申
請
件
数
が
、
こ
の

2
年
は
10
件
以
上
に
急
増
。
取
り
下
げ

に
よ
り
認
可
に
至
ら
な
い
ケ
ー
ス
も
あ

る
が
、
市
場
ニ
ー
ズ
に
合
わ
せ
よ
う
と

す
る
大
学
の
動
き
が
見
て
取
れ
る
。

　分
野
別
に
見
る
と
、
開
設
件
数
が
最

も
多
い
の
は
経
済
学
と
工
学
【
図
表

2
】。
文
系
の
経
済
学
、
文
学
は
設
置

認
可
申
請
・
届
出
件
数
は
多
い
も
の
の
、

認
可
・
受
理
件
数
の
割
合
が
他
分
野
に

比
し
て
低
い
。
農
学
、
体
育
、
薬
学
な

ど
は
申
請
が
な
い
が
、
開
設
が
難
し
い

と
さ
れ
た
美
術
分
野
で
は
、
京
都
芸
術

大
学
が
通
信
教
育
課
程
を
成
立
さ
せ
、

音
楽
コ
ー
ス
も
開
設
予
定
で
あ
る
よ
う

に
、
工
夫
次
第
で
市
場
開
拓
は
可
能
だ

ろ
う
。

　【図
表
3
】
は
都
道
府
県
別
の
申
請

件
数
。
大
都
市
圏
で
の
申
請
件
数
が
多

い
が
、
新
潟
県
や
岡
山
県
の
よ
う
に
、

地
方
部
な
が
ら
積
極
的
な
申
請
を
行
っ

て
い
る
と
こ
ろ
も
存
在
す
る
。
一
方
、

東
北
、四
国
で
は
申
請
が
見
ら
れ
な
い
。

地
理
的
な
制
約
を
受
け
に
く
い
と
い
う

通
信
教
育
課
程
の
メ
リ
ッ
ト
を
生
か
し

て
、
今
後
、
申
請
数
が
増
え
る
と
こ
ろ

も
出
て
く
る
の
で
は
な
い
か
。

文
系
学
部
を
中
心
に

設
置
認
可
申
請
は
増
加
中

新
設
の
大
学
中
心
に

通
学
不
要
の
課
程
も

　【図
表
4
】
は
2
0
1
8
年
度
以
降

に
開
設
さ
れ
た
（
さ
れ
る
）
通
信
教
育

課
程
の
一
覧
だ
。
今
で
は
フ
ル
オ
ン
ラ

イ
ン
で
全
1
2
4
単
位
を
履
修
す
る
こ

と
も
可
能
で
、
2
0
1
8
年
に
開
学
し

た
東
京
通
信
大
学
は
、
こ
の
制
度
上
の

特
徴
を
い
ち
早
く
活
用
。
オ
ン
デ
マ
ン

ド
型
の
メ
デ
ィ
ア
授
業
を
充
実
さ
せ
、

開
学
当
初
か
ら
フ
ル
オ
ン
ラ
イ
ン
卒
業

が
可
能
な
こ
と
を
訴
求
し
て
い
る
。

2
0
2
5
年
度
開
学
の
東
京
経
営
大
学

も
同
様
に
、
フ
ル
オ
ン
ラ
イ
ン
で
卒
業

可
能
。
オ
ン
ラ
イ
ン
の
教
材
学
修
授
業

と
オ
ン
デ
マ
ン
ド
型
授
業
を
組
み
合
わ

せ
て
学
ぶ
。
通
信
教
育
課
程
の
充
実
に

注
力
し
て
き
た
京
都
芸
術
大
学
は
、

2
0
2
5
年
度
に
2
学
科
を
改
組
・
増

設
。
他
コ
ー
ス
も
含
め
て
、
通
学
な
し

の
卒
業
を
可
能
に
し
た
（
一
部
を
除

く
）。
こ
れ
ら
の
大
学
は
通
信
教
育
課

程
の
み
の
学
部
を
置
く
「
独
立
型
」
だ
。

　新
設
さ
れ
た
通
信
教
育
課
程
の
半
数

程
度
は
、
春
入
学
と
秋
入
学
の
２
度
の

入
学
時
期
を
設
け
て
い
る
。
春
入
学
で

定
員
が
充
足
し
た
場
合
、
秋
入
学
の
募

集
を
行
わ
な
い
こ
と
に
し
て
い
る
大
学

も
あ
る
よ
う
だ
。
編
入
学
定
員
も
多
く

の
大
学
が
設
定
し
て
お
り
、
短
大
卒
や

学
部
卒
な
ど
、
多
様
な
学
歴
の
学
生
を

受
け
入
れ
て
い
る
。

認可

届出

取下げ

保留

＊ 【図表1～4】文部科学省提供資料（2025年9月）を基にBetween編集部にて作成※1 予定　※2 2026年4月、開志創造大学に名称変更　※３ 教職課程は要スクーリング　 ※4 免許・資格取得の場合は要スクーリング　  
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【図表1】通信教育課程の設置認可申請・届出件数推移
（2018～2026年開設分）

【図表4】2018～2026年度開設の通信教育課程一覧

【図表2】通信教育課程の分野別設置認可申請等件数
（2022～2026年開設分）

【図表3】通信教育課程の都道府県別
申請校数（2018～2026年開設分）
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特集  「新しい市場」～年齢、偏差値、地域を超えて
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＊Times Higher Educationの
2024年12月10日発表を基に作成。
オンライン学習ランキングは2024年度の
パイロット事業で、2025年度には実施されていない

　世
界
の
通
信
教
育
課
程
に
目
を
向
け

て
み
よ
う
。【
図
表
1
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は
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4
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発
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た
パ
イ

ロ
ッ
ト
版
「
オ
ン
ラ
イ
ン
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習
ラ
ン
キ

ン
グ
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結
果
。
こ
れ
を
見
る
と
、
各

海
外
大
学
で
も
進
展
す
る

通
信
教
育
課
程

【図表2】概要とランキング指標 
■概要
オンラインプログラムの教育の卓越性を測定。学
部、大学院のプログラムを評価し、ランクイン機関
はゴールド、シルバー、ブロンズの3カテゴリーに分
類する。

■条件
・「オンラインプログラム」と公表し、同プログラムの
　40％をオンラインで提供
・欠落指標が２つ以上ない
・学生調査の有効回答数が50件以上  

国
の
大
学
で
通
信
教
育
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行
わ
れ
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い

る
こ
と
が
わ
か
る
。

　ラ
ン
ク
付
け
に
使
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す
る
指
標
の
分

野
は
「
リ
ソ
ー
ス
」「
エ
ン
ゲ
ー
ジ
メ

ン
ト
」「
成
果
」「
環
境
」【
図
表
2
】。

例
え
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「
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ソ
ー
ス
」
に
は
、
学
生
1

人
当
た
り
の
資
金
と
教
員
数
、
教
員
１

人
当
た
り
の
能
力
開
発
時
間
の
３
項
目

が
あ
り
、
合
計
４
分
野
17
項
目
に
よ
っ

て
大
学
の
オ
ン
ラ
イ
ン
プ
ロ
グ
ラ
ム
の

質
が
測
定
さ
れ
た
。

　ト
ー
タ
ル
ス
コ
ア
の
高
い
大
学
が
、

ゴ
ー
ル
ド
、
シ
ル
バ
ー
、
ブ
ロ
ン
ズ
に

ラ
ン
ク
付
け
さ
れ
、日
本
の
大
学
で
は
、

サ
イ
バ
ー
大
学
が
ブ
ロ
ン
ズ
を
獲
得
し

て
い
る
。
サ
イ
バ
ー
大
学
は
世
界
の
他

大
学
と
比
較
す
る
と
、「
成
果
」
分
野

の
ス
コ
ア
が
高
い
（
5
位
）。「
成
果
」

は
学
生
の
進
級
率
と
学
生
調
査
で
の
他

者
へ
の
推
奨
度
の
結
果
が
指
標
項
目
に

な
っ
て
い
る
。

　ラ
ン
ク
イ
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学
の
秀
で
た
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野
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ま
ち
ま
ち
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各
大
学
の
目
標
の
多
様
性
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反
映
し
て
い
る
の
か
も
し
れ
な
い
。

リソース

25%

学生1人当たりの資金
学生1人当たりの教員数
教員1人当たりの能力開発時間
教員との交流
他の学生との協働
利便性
使いやすさ
障がい者へのアクセシビリティ
利用可能なプログラム数
学生の進級率
学生の推薦
学生の包括性：障がい
年齢の多様性
教員の性別の多様性
学生1人当たりの支援スタッフ数
接続環境のサポート
オフラインリソースへのアクセス

12%
12%
11%
4%
4%
4%
4%
4%
5%
7%
8%
3%
3%
3%
6%
5%
5%

大学提出
大学提出
大学提出
学生調査
学生調査
学生調査
学生調査
学生調査
大学提出
大学提出
学生調査
大学提出
大学提出
大学提出
大学提出
大学提出
大学提出

■ランキング指標 

エンゲージメント

成果

環境

15%

25%

＊1 通信教育用郵便物を含む特定の郵便物。100g以内15円と、通常の郵便物に比べて郵便料金が安い。 

私立大学通信教育協会に聞く！

大学通信教育市場の可能性と
拡大に向けた課題は？

私立大学通信教育協会
理事長

高橋 陽一

̶̶私立大学通信教育協会の役割は？
　当協会は主に4つの役割を通じて大学通信教育の振興に努め
ています。1つ目は、大学通信教育の周知・普及。加盟校を中心と
した合同入学説明会の実施、志望者向けパンフレット『大学通信
教育ガイド』や広告の企画といった広報活動のほか、大学向けに
は大学通信教育設置基準やメディア授業に関するガイドラインの
制定など、多様な角度から大学通信教育に関する情報を発信して
います。2つ目は、大学通信教育に関する調査です。入学者の属
性や入学動機、学びの実態などを定期的に調査してまとめ、刊行
物や加盟校へのレポートとして出しています。3つ目は、政策提言
です。授業スタイルについての大学通信教育設置基準改正や第
四種郵便の維持を働きかけたり、修学支援新制度の対象に通信
教育課程も包摂するよう求めたりと、多くの提言を実現してきまし
た。4つ目は大学へのコンサルティング。特に、近年は学校間連携
の推進に努めています。例えば、経営に苦しむ地方の小規模大学
では、教職課程など、一部の資格取得課程を縮小・廃止するケー
スが多く見られます。こうした大学などに対し、不足する科目を通信
制大学の科目等履修生制度で補うよう働きかけています。地理的
制約なく単位を修得できる、通信教育課程の強みを生かした連携
であり、聖徳大学（16大学と提携し教員免許取得プログラムを提
供）や、星槎大学（下表参照）などが積極的に取り組んでいます。
当協会ならではの通信制大学との結びつきを生かし、より多くの連
携事例が創出できるよう、情報発信を強めていく予定です。
　時には、通信教育課程の設置を検討中の大学から助言を求め
られることがあります。その際、どの大学にも、通学課程以上に覚
悟を持って設置に臨む必要があると伝えています。通信教育課程
では、修了するのに10年かける学生も少なくありません。長期間に
わたって学生をケアする必要があるため、自学だけでの設置にこだ
わらず、すでに通信教育課程を持つ大学との連携を選択肢の一
つとして考えてもよいのではないでしょうか。

̶̶通信教育市場の変化・傾向は？
　2023年度の時点で、4年制大学に占める通信教育課程の学
生数は約7%、短大は23%で、特に短大は通学課程と比べると高
いニーズがあります。また、コロナ禍以降、顕著に学生数が増えて
います。その中心は18～22歳の若年学生。通信制高校やメディ
ア授業の広がりとともに、通信制の学び方が広く社会に受け入れ
られるようになったのでしょう。高校卒業後に通信制大学へとスト
レートに進学する学生も急増しています（P6【図表4】参照）。私の
本務校のオープンキャンパスでも、保護者と一緒に通信教育課程
のブースを訪れる高校生が見られるようになっています。
　若年学生が増えているとはいえ、通信制の学生に占める社会
人の比率は依然として高い状況です。大部分の学生は、大卒の
学位取得だけでなく、仕事で必要な資格取得や教養を学ぶなどの
目的を持っていることを忘れてはいけません。

̶̶若年学生の対応における留意点は？
　高卒生には導入教育が望まれるでしょう。レポートの書き方をは
じめ、アカデミックスキルに関する科目は必須です。また、単にこうし
た科目を設置するだけではなく、学生の個別相談に応じられる指
導体制も必要です。ティーチング・アシスタントはもちろん、助手や
教務補佐員など、教育課程を熟知したスタッフを多く配置するのも
よいでしょう。専門科目が多いなら、非常勤講師の数を増やすとい
う方法もあります。こうしたきめ細かな教育施策は、大学の学びか
ら離れて久しい社会人学生にとっても有効に働きます。
　就職支援も必要です。履歴書の添削や、資格と結びついた
キャリアコーディネートなど、通学制同様の就職支援を大学の責
務として果たすべきです。

̶̶通信教育課程を拡大するための課題は？
　今後、公的支援の格差解消が望まれます。通信教育課程は学
費が低廉であるという点で一定のニーズを得ていますが、日本学
生支援機構の貸与型奨学金は面接授業のみを対象とし、遠隔授
業を対象外としています。社会人学生に至っては、修学支援新制
度も対象外。国による一層の支援充実が求められます。
　同時に、通信教育に対する社会の理解を促していく必要もあり
ます。通信制は、同じ専門分野であっても通学制より一段低い存
在として見られがちです。大学は質保証を実質化し、「通信でも
しっかり勉強している」と、内外にアピールしていかなければいけま
せん。本来、通信教育は情報公開として印刷教材の授業内容が
全て明らかになっているため、質保証は通学制よりも一歩進んで
いると言えます。当協会としても、周知や大学への支援を一層推し
進めていきます。

星槎大学の教育連携例  

＊大学ホームページより2026年度開始分を抜粋 （2025年9月時点）  
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程設置申請事務室調査役、
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【図表1】Times Higher Education（THE） オンライン学習ランキング2024結果
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社
会
人
向
け
市
場
の
現
状
と
課
題

特集  「新しい市場」～年齢、偏差値、地域を超えて

13 No.318 12No.318

＊２ OJTを除く

＊ 【図表1、2、3】文部科学省「リカレント教育推進の現状について」を基にBetween編集部にて加工 
＊ 【図表4、5、6】帝国データバンク「リスキリングに関する企業の意識調査（2024年）（有効回答企業数1万1,133社）」を基にBetween編集部にて加工＊ 文部科学省「大学等がリカレント教育に取り組む意義と推進に向けた方向性」「リカレント教育推進の現状について」を基にBetween編集部にて加工

＊ 【図表8、９】三菱総合研究所「リカレント教育の社会実装に向けた調査研究・普及啓発パッケージ
事業報告書」（文部科学省委託事業）を基にBetween編集部にて加工

＊ 帝国データバンク「リスキリングに関する企業の意識調査（2024年）」を基にBetween編集部にて加工
母数は、有効回答企業1万1,133社

　労
働
者
不
足
が
課
題
と
な
っ
て
い
る

今
、
人
材
育
成
の
面
か
ら
社
会
人
教
育

市
場
の
現
状
を
分
析
し
た
い
。

　人
材
投
資
額
の
G
D
P
比
を
各
国
と

比
較
す
る
と
、
日
本
は
極
め
て
低
く
、

減
少
も
著
し
い【
図
表
1
】。個
人
で
は
、

社
外
学
習
・
自
己
啓
発
を
行
っ
て
い
な

い
人
の
割
合
が
群
を
抜
い
て
高
く
、
半

数
以
上
を
占
め
る
【
図
表
２
】。

　経
産
省
の
推
計
に
よ
る
と
2
0
4
0

年
に
労
働
供
給
は
7
0
0
万
人
近
く
減

る
が
、職
種
間
で
需
給
に
違
い
が
あ
り
、

専
門
的
技
術
的
職
業
で
は
Ａ
Ｉ・
ロ

ボ
ッ
ト
等
の
活
用
人
材
で
約
3
0
0
万

人
不
足
し
、
そ
れ
以
外
は
余
る
計
算
だ

【
図
表
3
】。
労
働
生
産
性
の
向
上
と
、

特
に
リ
ス
キ
リ
ン
グ
に
よ
る
職
種
別
就

業
者
数
の
適
正
化
が
急
が
れ
る
だ
ろ

う
。
企
業
で
の
リ
ス
キ
リ
ン
グ
は
大
企

業
の
ほ
う
が
積
極
的
だ
が
、「
取
り
組

み
た
い
」
を
含
め
て
も
４
割
に
届
か
な

い
【
図
表
4
】。
業
種
別
で
は
、
ト
ッ

プ
の
「
情
報
サ
ー
ビ
ス
」
で
も
お
よ
そ

２
割
と
い
う
状
況
だ
【
図
表
5
】。

　で
は
、
リ
ス
キ
リ
ン
グ
に
積
極
的
な

企
業
で
は
、
ど
の
よ
う
な
取
り
組
み
を

し
て
い
る
の
か
。
約
半
数
が
「
ス
キ
ル

の
把
握
・
可
視
化
」
を
行
い
、
e
ラ
ー

ニ
ン
グ
、
オ
ン
ラ
イ
ン
学
習
サ
ー
ビ
ス

な
ど
を
活
用
し
て
い
る
【
図
表
6
】。

大
き
く
立
ち
遅
れ
て
い
る

人
材
育
成
・
学
習
の
実
態

大
学
に
求
め
ら
れ
る

将
来
に
向
け
た
教
育
の
提
供

　【図
表
7
】
は
、
企
業
が
リ
ス
キ
リ

ン
グ
に
取
り
組
む
際
の
課
題
だ
。「
時

間
が
な
い
」「
人
材
が
い
な
い
」
と
い

う
の
が
ト
ッ
プ
２
。
リ
ス
キ
リ
ン
グ
に

取
り
組
ん
で
い
る
企
業
に
つ
い
て
は
、

「
従
業
員
の
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
維
持
」

が
一
番
の
課
題
と
な
っ
て
い
る
。
ス

タ
ー
ト
に
あ
た
っ
て
は
リ
ソ
ー
ス
不
足

が
大
き
な
問
題
だ
が
、
着
手
後
は
、
モ

チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
に
つ
な
が
る
成
果
指
標

の
明
確
化
や
、
励
ま
し
合
い
な
ど
が
必

要
だ
ろ
う
。

　リ
カ
レ
ン
ト
教
育
は
自
社
で
の
実
施

が
約
7
割
、
民
間
教
育
訓
練
機
関
の
利

用
が
4
・
5
割
。
一
方
、
大
学
・
大
学

院
は
1
割
以
下
【
図
表
8
】。
教
育
機

関
と
の
連
携
に
あ
た
っ
て
は
、「
コ
ー

デ
ィ
ネ
ー
ト
人
材
の
不
足
」
の
ほ
か
、

「
連
携
先
の
選
定
に
必
要
な
情
報
の
不

足
」
と
い
う
課
題
も
あ
る
よ
う
だ
【
図

表
9
】。

　文
部
科
学
省
は
、
こ
の
よ
う
な
日
本

の
社
会
人
教
育
の
現
状
を
、
企
業
等
・

社
会
人
・
高
等
教
育
機
関
の
三
す
く
み

と
し
て
ま
と
め
【
図
表
10
】、
技
術
革

新
や
労
働
市
場
の
変
化
、
環
境
変
化
に

対
応
し
た
経
済
の
継
続
性
の
た
め
、

ニ
ー
ズ
を
捉
え
た
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
と

安
定
的
に
回
る
し
く
み
の
構
築
を
め
ざ

し
て
い
る
。

※ 専門的技術的職業１：AI・ロボット等の活用を担う人材以外／専門的技術的職業２：AI・ロボット等の活用を担う人材

【図表1】OJT以外の人材投資（GDP比）

【図表3】2040年の就業構造推計 【図表4】リスキリングの
取り組み状況〈規模別〉

【図表5】リスキリングに取り組んでいる割合〈業種別〉【図表6】リスキリングの取り組み内容（複数回答）
【図表10】現状は企業・個人・教育機関が「三すくみ」の状態

【図表7】リスキリングに取り組む際の課題（複数回答）

【図表9】教育機関等との連携の課題（複数回答） 【図表8】研修・訓練（職場外）プログラムの実施主体（複数回答）

リスキリングに取り組んでいない企業

リスキリングに取り組んでいる企業

大学・大学院等 企業又は団体

社会人

時代の要請

【図表2】社外学習・自己啓発を行っていない人の割合

グラフ左から
　 1995-1999年　　2000-2004年　　2005-2009年　　2010-2014年

労働供給
6,303万人

就業者数
6,983万人

2021年

大企業

中小企業

小規模企業

      21.0

 16.5

14.1

        42.6

  46.8

45.5

21.4

29.0  

34.4    

日本
オーストラリア
スウェーデン

イギリス
フランス
ドイツ
中国

シンガポール
韓国
香港

アメリカ
台湾
タイ

マレーシア
フィリピン

インドネシア
ベトナム
インド

対応する時間が確保できない
対応できる人材がいない

必要なスキルやノウハウがない
従業員のモチベーション維持が難しい

対応する費用が確保できない
全社的に方針や文化がない

どこから手をつけて良いか分からない
成果や収益が見込めない

必要なスキルについて、何を学べば良いか分からない
必要性を感じない

自社のみ対応しても効果が期待できない
対応に際して相談窓口が分からない

対応する時間が確保できない
対応できる人材がいない

必要なスキルやノウハウがない
対応する費用が確保できない

従業員のモチベーション維持が難しい

コーディネート人材が不足

特にない
連携・協働先となる大学・企業の

選定に必要な情報が不足

プログラムの実施形態・実施機関等の調整が困難

オーダーメイドの講座を設置してもらう場合、
自社だけでは十分な受講者数の確保が困難

予算が不足

受講成果の評価が困難

その他

47.0
43.5  

35.2      
27.8          
24.4           

従業員のモチベーション維持が難しい
対応する時間が確保できない

対応できる人材がいない
対応する費用が確保できない
必要なスキルやノウハウがない

42.0
39.0   

19.7　          
14.4                
11.6                  

専門的
技術的
職業１

専門的
技術的
職業２

2.5

2.0

1.5

1.0

0.5

0

情報サービス
金融

医療・福祉・保健衛生
専門サービス

人材派遣・紹介
農・林・水産

家電・情報機器小売
広告関連

旅館・ホテル
建設

▶AIをはじめとするDXによる技術革新、
労働市場の変化
▶GXや紛争などの環境変化に対応した
経済の継続性

・企業ニーズや社会人ニーズが分からない
・教育プログラムを用意しても定員が埋まらない
・夜間や土日の教育にはコストがかかる
・若年層以外のマーケットが拓かれていない

・社員にスキルを身に付けさせると退職される懸念
・社員には学ぶよりも働いてもらいたい
・社外でどんな教育が行われているか分からない
・経営者自身にリカレント教育の経験がない

・何を学べばよいか分からない
・学んだことが処遇に反映されるか不安
・働きながら学ぶことに雇用主の理解が得られない
・自ら学ばなくても失業リスクは低い

▶高等教育のリカレント教育を定着させる
ために、安定的に回る仕組みを構築する
▶教育の質が高いだけでは不十分、
企業や個人や自治体が金を出しても良いと思
えるニーズをとらえた教育プログラムを提供

従業員のスキルの把握、可視化
eラーニング、オンライン学習サービスなどの活用

就業時間内におけるリスキリングの実施
経営層から従業員に学習が必要なスキルを伝達

経営層による新しいスキルの学習、把握
職場外や通常業務外における実施
新規事業の創出を目的とした取組み
給付金・助成金などの申請・受給

コンソーシアムやセミナーなどを他社や官公庁と連携
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52.6

3.2

米国 フランス ドイツ イタリア 英国 日本

2.08

1.78

1.2
1.09 1.06

0.1

30.3

28.0   

27.2    

26.4     

24.5       

24.0       

17.2                

0.3                                       

42.1
38.9      

30.9                     
26.0                              

23.2                                   
18.8                                            
17.4                                              

12.3                                                        
11.0                                                          

7.5                                                                  
6.3                                                                     
5.1                                                                       

自社
民間教育訓練機関

（民間教育研修会社、民間企業主催のセミナー等）

親会社、グループ会社
購入した機器、ソフトウエア等の使用方法等を教育訓練

する場合の当該機器、ソフトウエア等のメーカー
職業能力開発協会、労働基準協会、公益法人

（公益財団法人、公益社団法人、職業訓練法人等）、その他業界団体
商工会、商工会議所、協同組合等の経営者団体

公共職業訓練機関（ポリテクセンター、
工業技術センター、試験所等含む）

大学、大学院

専修学校、各種学校

高等専門学校

その他

69.1

45.6               

28.0                          

21.6                              

19.2                                

14.5                                  

9.7                                       

6.3                                         

3.0                                           

1.9                                            

0.4                                             

現状：三すくみ状態

対応の方向性

（万人）

＊2

0 20 ４０ 6０ 8０ 10０

＊１

＊１ On-the-Job Training（職場での実務を通した育成）
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